
少人数学級の推進を求める意見書

新型コロナウイルス感染症を受け、教室での社会的距離を確保し感染拡大を

防ぐためにも、少人数学級の推進が焦眉の課題となっている。いわゆる「義務

標準法」が規定する学級の標準は、現在、小学校１年生で35人以下、小学校２

年生～中学校３年生で40人以下となっており、この規定を見直し、必要な教員

定数を確保することが急務である。

この間、国の標準を下回る独自の少人数学級を実施する自治体は増え続けて

おり、高知県でも、2020年度より小学校５年生を35人以下の学級編制とし、少

人数学級となる学年を拡充したところである。少人数学級の全国的な広がりを

鑑みれば、今こそ国が責任を持ち、少人数学級を推進する措置を取ることが求

められている。

少人数学級の推進に関しては、この間、地方三団体（全国知事会、全国市長

会、全国町村会）が、現在の小・中学校の40人学級では新型コロナウイルスの

感染予防ができないとして少人数学級の実現を求め、文部科学大臣に対して緊

急提言を行っている。政府の教育再生実行会議の初等中等教育ワーキンググル

ープにおいても、「少人数学級の検討を」との合意文書をまとめている。また、

自民党の教育再生実行本部も、「30人学級の推進」を求める決議を出した。少人

数学級を求める世論は、今や国民的な共通の要望となっている。

よって、国におかれては、国民の声に応え、国の責任において、少人数学級

を推進することを強く要望する。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
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